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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第65期
第１四半期
連結累計期間

第66期
第１四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

営業収益 (千円) 4,735,985 4,868,475 18,737,997

経常利益 (千円) 179,571 199,640 612,130

四半期(当期)純利益 (千円) 99,327 123,593 358,307

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 125,015 148,892 414,041

純資産額 (千円) 3,686,626 3,981,512 3,989,367

総資産額 (千円) 9,831,287 10,730,310 9,992,613

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 10.58 13.17 38.18

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.5 37.1 39.9
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

　　 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日～平成26年６月30日)におけるわが国経済は、個人消費・雇用・生産

活動・投資活動等の改善により自律的回復基調の動きが続きました。

　しかしながら足元においては、消費税率引上げに伴う駆け込み消費の反動減に加え消費増税転嫁分を含む物価上昇

に所得の伸びが追いついていない状況から、今後の消費マインドへの懸念が残されました。

　海外においては、米国は引き続き緩やかに成長、欧州も景気底入れ感が台頭する一方で、アジアでは一部の新興国

で景気減速懸念が継続しました。

　かかる環境下、当第１四半期連結累計期間における物流業界におきましては、アジアからの輸入は横ばい、米国・

欧州からの輸入は弱含みとなりました。輸出に関しても横ばいで推移しました。

　その中で当社取扱いの大きな部分を占める食品の輸入は、畜産物は増加、水産物はさけ、ますを中心に減少、果

実・野菜等については増加となりました。

　また、鋼材の国内物流取扱いにおいては堅調に推移しました。

　このような状況の中、当企業集団は「『ありがとう』にありがとう」のコーポレートフィロソフィーの下で、第５

次中期経営計画「新たな成長に向けて」の初年度を迎え、その各施策一つひとつに取り組むとともに積極的な受注活

動を展開してまいりました。

　その結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は、前年同期間比２．８％増の4,868,475千円となりまし

た。また経常利益は前年同期間比１１．２％増の199,640千円、四半期純利益は前年同期間比２４．４％増の123,593

千円となりました。

 

セグメント別の営業状況は、次のとおりであります。

[港湾運送事業および港湾付帯事業]

　港湾運送事業は、港湾施設使用料収入およびコンテナ運送料収入が増加したため、営業収益は前年同期間比１．

６％増の2,451,988千円となりました。

　陸上運送事業は、コンテナ運送料収入が増加したため、営業収益は前年同期間比４．８％増の865,181千円となりま

した。

　倉庫業は、入出庫作業料収入および保管料収入が増加したため、営業収益は前年同期間比６．５％増の905,152千円

となりました。

　通関業は、輸入申告料収入が増加した一方、輸入食品衛生検査料収入が減少したため、営業収益は前年同期間比

３．３％減の545,301千円となりました。

　この結果、港湾運送事業および港湾付帯事業の営業収益は前年同期間比２．５％増の4,767,623千円となり、セグメ

ント利益は前年同期間比３．１％増の395,378千円となりました。

 

[その他事業]

　その他事業は、倉庫賃貸料収入が増加したため、営業収益は前年同期間比１９．２％増の100,851千円となったもの

の修繕費が増加したため、セグメント利益は前年同期間比６２．０％減の1,637千円となりました。
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セグメント別営業収益　

区分

前第１四半期連結累計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日

当第１四半期連結累計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

前年同期間比

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
増減比
(％)

港湾運送事業及び
港湾付帯事業

4,651,380 98.2 4,767,623 97.9 116,243 2.5

港湾運送事業 2,412,558 50.9 2,451,988 50.3 39,430 1.6

陸上運送事業 825,343 17.4 865,181 17.8 39,838 4.8

倉庫業 849,760 18.0 905,152 18.6 55,392 6.5

通関業 563,718 11.9 545,301 11.2 △18,416 △3.3

その他事業       

その他事業 84,605 1.8 100,851 2.1 16,246 19.2

合計 4,735,985 100.0 4,868,475 100.0 132,489 2.8
 

　(注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

　（2）財政状態の分析

（総　資　産）

　当第1四半期連結会計期間末における総資産は10,730,310千円となり、前連結会計年度に比べ737,696千円増加い

たしました。主な要因はたな卸資産が22,364千円、繰延税金資産が32,623千円それぞれ減少したものの、現金及び

預金が249,333千円、受取手形及び営業未収入金が294,563千円、関税等立替金他（流動資産・その他）が78,080千

円、建設仮勘定が128,520千円それぞれ増加したことによるものであります。

 

（負　　　債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債は6,748,797千円となり、前連結会計年度に比べ745,550千円増加いた

しました。主な要因は未払法人税等が177,026千円、賞与引当金が126,539千円それぞれ減少したものの、短期およ

び長期借入金が632,502千円、支払手形及び営業未払金が190,239千円、退職給付に係る負債が124,154千円それぞれ

増加したことによるものであります。

 

（純　資　産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は3,981,512千円となり、前連結会計年度に比べ7,854千円減少いた

しました。主な要因は、その他有価証券評価差額金が17,269千円、退職給付に係る調整累計額が10,629千円それぞ

れ増加したものの、利益剰余金が33,039千円減少したことによるものであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,589,000

計 37,589,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,389,000 9,389,000
東京証券取引所
JASDAQ　　　　　
（スタンダード）

単元株式数は1,000株
であります。

計 9,389,000 9,389,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

 
(4) 【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

 
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年６月30日 ― 9,389,000 ― 856,050 ― 625,295
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　  4,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

9,380,000
9,380 ―

単元未満株式
普通株式

5,000
― ―

発行済株式総数 9,389,000 ― ―

総株主の議決権 ― 9,380 ―
 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成26年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
大東港運株式会社

東京都港区芝浦4-6-8 4,000 ― 4,000 0.0

計 ― 4,000 ― 4,000 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,583,858 1,833,192

  受取手形及び営業未収入金 2,741,953 3,036,516

  たな卸資産 240,115 217,750

  前払費用 41,202 71,873

  繰延税金資産 118,607 53,871

  その他 245,018 323,099

  貸倒引当金 △17,899 △20,193

  流動資産合計 4,952,855 5,516,111

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 381,986 373,764

   機械装置及び運搬具（純額） 4,296 3,912

   土地 2,267,637 2,267,637

   リース資産（純額） 72,104 77,309

   建設仮勘定 ― 128,520

   その他（純額） 50,693 55,787

   有形固定資産合計 2,776,719 2,906,932

  無形固定資産 392,926 365,423

  投資その他の資産   

   投資有価証券 729,349 761,444

   破産更生債権等 65,297 64,997

   繰延税金資産 324,877 356,990

   その他 813,920 821,427

   貸倒引当金 △63,333 △63,018

   投資その他の資産合計 1,870,113 1,941,842

  固定資産合計 5,039,758 5,214,199

 資産合計 9,992,613 10,730,310
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び営業未払金 1,596,446 1,786,685

  短期借入金 656,992 908,492

  未払法人税等 195,338 18,312

  賞与引当金 248,699 122,160

  その他 390,404 488,189

  流動負債合計 3,087,880 3,323,839

 固定負債   

  長期借入金 1,489,191 1,870,193

  再評価に係る繰延税金負債 187,701 187,701

  役員退職慰労引当金 3,308 3,421

  退職給付に係る負債 1,056,185 1,180,339

  長期未払金 77,240 77,240

  その他 101,738 106,061

  固定負債合計 2,915,365 3,424,957

 負債合計 6,003,246 6,748,797

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 856,050 856,050

  資本剰余金 625,295 625,295

  利益剰余金 2,351,667 2,318,627

  自己株式 △1,300 △1,414

  株主資本合計 3,831,712 3,798,558

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 97,555 114,825

  土地再評価差額金 29,849 29,849

  為替換算調整勘定 16,399 13,799

  退職給付に係る調整累計額 13,850 24,480

  その他の包括利益累計額合計 157,655 182,954

 純資産合計 3,989,367 3,981,512

負債純資産合計 9,992,613 10,730,310
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

営業収益 4,735,985 4,868,475

営業原価 3,696,326 3,801,914

営業総利益 1,039,659 1,066,561

販売費及び一般管理費 848,676 873,535

営業利益 190,982 193,025

営業外収益   

 受取利息 1,115 1,209

 受取配当金 4,339 6,223

 受取保険金 514 ―

 受取地代家賃 1,512 1,420

 有価証券償還益 834 ―

 複合金融商品評価益 ― 4,038

 その他 3,351 2,277

 営業外収益合計 11,667 15,168

営業外費用   

 支払利息 8,479 7,859

 複合金融商品評価損 14,446 ―

 その他 153 694

 営業外費用合計 23,079 8,554

経常利益 179,571 199,640

特別利益   

 固定資産売却益 ― 299

 投資有価証券売却益 ― 797

 特別利益合計 ― 1,097

特別損失   

 固定資産除却損 1,490 0

 特別損失合計 1,490 0

税金等調整前四半期純利益 178,081 200,737

法人税、住民税及び事業税 33,054 16,015

法人税等調整額 45,699 61,129

法人税等合計 78,754 77,144

少数株主損益調整前四半期純利益 99,327 123,593

四半期純利益 99,327 123,593
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 99,327 123,593

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 22,001 17,269

 為替換算調整勘定 3,687 △2,600

 退職給付に係る調整額 ― 10,629

 その他の包括利益合計 25,688 25,299

四半期包括利益 125,015 148,892

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 125,015 148,892

 少数株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　　該当事項はありません。

 
 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　　　該当事項はありません。

 
 

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎とな

る債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支

払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が125,447千円増加し、利益剰余金が81,553

千円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

に与える影響は軽微であります。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　　　該当事項はありません。

 
 

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。

 

 

(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

減価償却費 52,175千円 50,880千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月17日
取締役会

普通株式 65,700 7.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月16日
取締役会

普通株式 75,079 8.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益計
算書計上額
（注）２ 

港湾運送事業及び
港湾付帯事業

その他事業 合　計

営　業　収　益      

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

4,651,380 84,605 4,735,985 ― 4,735,985

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

― 13,228 13,228 △13,228 ―

計 4,651,380 97,833 4,749,214 △13,228 4,735,985

セグメント利益 383,455 4,308 387,763 △196,780 190,982
 

(注)　１．セグメント利益の調整額は、全社費用196,780千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益計
算書計上額
（注）２ 

港湾運送事業及び
港湾付帯事業

その他事業 合　計

営　業　収　益      

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

4,767,623 100,851 4,868,475 ― 4,868,475

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

― 18,509 18,509 △18,509 ―

計 4,767,623 119,360 4,886,984 △18,509 4,868,475

セグメント利益 395,378 1,637 397,015 △203,990 193,025
 

(注)　１．セグメント利益の調整額は、全社費用203,990千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更

したことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

　当該変更による影響額は軽微であります。

EDINET提出書類

大東港運株式会社(E04356)

四半期報告書

14/17



 

(金融商品関係)

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 10円58銭 13円17銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 99,327 123,593

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 99,327 123,593

    普通株式の期中平均株式数(株) 9,385,693 9,384,598
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

平成26年５月16日開催の取締役会において、平成26年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期

末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                                　75,079千円

②　１株当たりの金額      　             　　　    8円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 　 平成26年６月27日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月８日

大東港運株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   湯浅　信好  印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   有川　　勉  印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大東港運株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大東港運株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

大東港運株式会社(E04356)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

